様式第１７（第４２条関係）（第一面から第三面まで）

	認定更新申請書

申請年月日　　2024年　3月　5日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）にっしんいんだすとりー 　 
一般事業主の氏名又は名称 日新インダストリー株式会社
（ふりがな）かわにし　としや　 
（法人の場合）代表者の氏名 川西 紀哉     印   
住所　〒169-0051
東京都新宿区西早稲田2-15-11 イーストンビル西早稲田2F
法人番号　1011101015810　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３２条第１項の認定の更新を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	※ホームページのタイトル
DX推進宣言

	公表日
	　　　　2022年　3月　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	※ページのURL
https://www.nissin-industry.jp/dx/
見出し「経営理念」

	記載内容抜粋
	当社は「お客様目線を最優先とした技術・製品・サービスで、社会の発展に貢献する」を経営理念

「製品技術×市場ニーズ×デジタル技術」の3つを組み合わせ、これからの厳しいビジネス環境下において持続的な競争優位性の獲得を目指し

クラウド環境を活用し情報・データのデジタル化を進めつつ、そこにタブレット端末を組み合わせることで単なる業務効率化にとどまらず、リードタイムの短縮や、テレワークによる働き方改革の実現、営業手法の変化など、ビジネスモデルの変革を推し進めています。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ホームページで公開している内容です。
ページ中に代表取締役の署名を配置することで、DX推進プロジェクト全体に対して意思決定機関の決定に基づいている内容であることを裏付けています。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	※ホームページのタイトル
DX推進宣言

	公表日
	　　　　2022年　3月　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	※ページのURL
https://www.nissin-industry.jp/dx/
見出し「日新インダストリーのデジタル活用戦略」

	記載内容抜粋
	①チャットツールでスピード感アップ
②WEB会議システムでムダを圧縮
③タブレット端末の整備でデジタル活用を後押し
④ペーパーレス化でコストとリソースのムダを削減
⑤SNS活用によるチャネルの拡大

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	ホームページで公開している内容です。
ページ中に代表取締役の署名を配置することで、DX推進プロジェクト全体に対して意思決定機関の決定に基づいている内容であることを裏付けています。



　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	※ページのURL
https://www.nissin-industry.jp/dx/
見出し「日新インダストリーの戦略を支える体制・組織」

	記載内容抜粋
	日新インダストリーの戦略は、代表が中心となって進めるため圧倒的なスピード感で戦略・変革が実行されます。
（中略）
当社は、我々を取り巻く様々な課題を解決するために「人材の育成」と「ノウハウの積み上げ」が必要だと認識しています。なぜならば、人が育ち、ノウハウが積み上がることは、会社の成長に直結しているからです。そして、この会社が成長するプロセスはデジタル技術を活用することで、促進できると考えています。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	※ページのURL
https://www.nissin-industry.jp/dx/
見出し「デジタル技術活用環境の整備」

	記載内容抜粋
	ブラックボックスとして障壁となりうるレガシーシステムの刷新を進めていきます。そしてデジタル技術活用に向けて予算配分を増加していく方針です。



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	※ホームページのタイトル
DX推進宣言

	公表日
	　　　　2022年　3月　11日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	※ページのURL
https://www.nissin-industry.jp/dx/
見出し「日新インダストリーが目指すデジタル指標」

	記載内容抜粋
	１．チャットツールの利用率100％を維持
２．打合せにてWEB会議システムの活用比率50％
３．スタッフのタブレット端末の保有率100％を維持
４．ペーパーレス化による印刷枚数75％削減
５．新規問合せのうちSNS経由の比率10％超え



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　　　　2022年　3月　11日


	発信方法
	主な発信方法
WEBサイト（https://www.nissin-industry.jp/dx/）を通じた内部・外部への情報発信
見出し「日新インダストリーから皆様へ」

	発信内容
	2022年時点での当社のDX推進の進捗について触れさせていただくと、チャットツールとストレージの運用は始まっています。タブレット端末を全社員に配布し保有率は100％を達成しました。またWEB広告に次ぐ新たな営業ツール・販売チャネルとして期待を寄せているSNS（Facebook、Instagram、Twitter）においてもスタッフの協力を得ながら投稿を始めました。

代表取締役　川西紀哉

※ページ中に代表取締役の署名を配置することで、DX推進プロジェクト全体に対して意思決定機関の決定に基づいている内容であることを裏付けています。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2021年　12月頃　～　現在実施中


	実施内容
	自己診断結果入力サイトにてDX推進指標自己診断フォーマット提出済み
※受付番号：202401AH00001343



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2021年　12月頃　～　現在実施中


	実施内容
	2021年12月1日付けで、弊社は「SECURITY ACTION」の「★★二つ星」を宣言しました。
※自己宣言ID：40190982116



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１７（第４２条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定更新申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定更新後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

